「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」報告書に関する見解
（1）総務省の「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」（座長：高橋滋一橋大学大学院教授）は、臨時・非常勤等職員の任用等および任期付短時間勤務職員制度の在り方に関して１月23日に報告書を公表した。研究会は2008年7月に発足したもので、労働組合代表の委員として自治労から江﨑労働局長が参加した。自治労は、公務員連絡会地公部会と連携し、研究会の職員団体ヒアリングへの対応も含め、臨時・非常勤等職員及び任期付短時間勤務職員の雇用安定と均等待遇の実現を求める立場から、精力的に意見を述べてきた。

臨時・非常勤等職員は、自治労調査の推計で今や全自治体職員の約３割・約60万人にのぼり、自治体行政の重要な担い手となっている。報告書は、任期付短時間勤務職員の対象業務拡大の検討など前向きな提言はあるものの、全体としては自治労の要求に沿ったものではなく、自治体および臨時・非常勤等職員のニーズ、悩みに応えるものになっていない。自治労は、報告書の内容を精査し、雇用安定・処遇改善の取り組みを進めていく。
（2）報告書は、臨時・非常勤等職員の任用等の在り方に関しては、すでに任用されている職員の雇用安定、処遇改善の方策を示さずに、特別職非常勤職員、一般職非常勤職員、臨時的任用職員について、制度の趣旨にそった任用を行うよう提言している。自治体でこのことを曲解した雇い止め問題が起きることが危惧される。任期付短時間勤務職員制度の活用も含め、雇用継続の取り組みが重要である。
非常勤職員の任期については、予算単年度主義などを理由に「原則１年以内」との考え方を示し、一方で「再度の任用」の考え方を述べている。非常勤職員の任期は、法律では明記されていないものであり、業務の性格や継続期間などを考慮し、各自治体で決められるべきである。また、再度の任用については、制度上も運用上もあり得ることを前提に述べていることから、このことを自治体当局は十分に認識し、雇用安定にむけた改善をはかるべきである。
報酬（給与）については、手当支給や昇給などを可能とする要求が反映されていないのは残念である。しかし、再度の任用においては、職務給の原則にもとづき職務内容と責任の度合いに変更があれば報酬額の変更は可能であることを明記しており、これを活用した報酬改善が求められる。

休暇その他の勤務条件については、国との権衡（地公法24条5項）との考えのもと、自治体に条件整備を求めている。自治労の要求は常勤職員との均等待遇の実現であるが、処遇改善という意味でこれを前向きに評価し、勤務条件改善の取り組みが必要となる。

（3）任期付短時間勤務職員制度の在り方に関しては、任用できる対象業務について、例えば保育士、司書、各種相談員など一定の専門性を担保する資格や実務経験を有する職にも活用できるよう、現行要件の見直しについて検討することを提言している。対象業務の拡大という意味で、不十分ながらも一定の評価ができるところである。

任期については、原則３年（とくに必要な場合は５年）以内との現行要件は維持しつつも、５年以内での運用の弾力化を提言している。運用の弾力化を言うのであれば、自治労が主張したように「勤務成績が良好であれば、任用更新を妨げない」とするなど、再度の任用要件・手続きの緩和を提言すべきである。

再度の任用については、外部応募者にも公平な採用機会を与えるため、現行の競争試験または選考が「公募等」によると明記された。すでに任用されている勤務成績が良好な職員については、職務遂行能力があり、また採用の事務・経費負担を考慮しても、改めて公募することは不合理である。ただし、公募等の「等」は、委員の意見を踏まえて、再度の任用について、公募によらないことが有り得ることをさした表現である。このことを踏まえた再度の任用要件・手続きの緩和の取り組みが求められる。

給与については、現行の制度を述べているに過ぎず、臨時・非常勤等職員の場合と同様に、新たな処遇改善の方策は示されていない。給料表、昇給、手当などについて、常勤職員との均等待遇の原則にもとづいた考え方がとられるべきである。
（4）報告書の「おわりに」では、現下の厳しい経済・雇用情勢の状況もふまえ、安易な雇い止めは避けるべきとの趣旨の自治労を含めた複数の委員からの指摘を受けて、「公務の提供に必要とされる人員体制の確保を一義として適切な対応が求められる」との考え方が加筆された。こうした議論の経過や意義について、自治体当局に理解を求めていくことが重要である。
総務省は、今後、報告書をふまえた臨時・非常勤職員制度の運用の考え方を3月までに自治体に周知するするとともに、任期付短時間勤務職員の対象業務の拡大などの具体的検討を行う予定である。このため、本部は、引き続き、臨時・非常勤等職員の雇用安定と処遇改善、任期付短時間勤務職員制度の活用と制度改善をめざし、報告書に関わる通知対策等の総務省交渉と国会対策を強化していく。県本部・単組は、当面する2009春闘において、春闘要求である臨時・非常勤等職員の雇用安定、処遇改善と任期付短時間勤務職員制度の活用について自治体交渉を強化することとする。

また、臨時・非常勤等職員の雇用安定と均等待遇の実現をはかる法制度の抜本改革に、自治労総体として取り組んでいくものとする。
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